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令和２年度事業報告書 

令和２年４月１日から令和３年３月３１日 

特定非営利活動法人 

青森県消費者協会 

Ⅰ 事業の成果 

青森県消費者協会は、昭和４０年６月に消費者の利益を守り、県民の消費生活の安定と向上を図るた

め設立され、以後半世紀以上に渡り、役員及び職員一同、消費者問題の課題解決のため、日々の活動に

邁進して参りました。 

さて、近年の消費者を取り巻く環境は、少子高齢化の進行、スマホやインターネット等の情報通信サ

ービス関連の進展、成年年齢の引き下げ等、広範囲に変化しており、それに伴い、消費者トラブルの内

容も多様化、複雑化してきております。このような状況を踏まえ、協会では、時代に即応した種々の事

業を展開し、県民生活の安全安心の実現を図っているところであります。以下、令和２年度に実施した

主な事業についてご説明いたします。 

先ず、協会自主事業についてです。毎年盛大に行われておりました、協会のメイン事業の一つであり

ます「消費者大会」がコロナ禍の中、三密回避及び参加者の安全確保の判断から中止といたしました。

来るべき次回の開催を期し、大会実施に向け、企画していきたいと考えております。 

また、協会会員、職員は、県及び他団体が行う各種会議、研修会、イベント等に積極的に参加し、消

費生活に係る知識の習得、発信に努めているところです。 

さらに、設置４年目を迎えた「事例検討委員会」においては、事業者の不当な行為等の是正、改善等

の「申入れ」を積極的に行い、県内のホテル、金融機関等の関係約款の改善に結び付けるなど、その活

動の実効が上がってきております。 

次に受託事業についてです。協会では、消費生活センター業務を、青森県（平成１６年）、青森市（平

成２５年）、五所川原市（平成２７年）からそれぞれ受託しております。 

相談業務においては、県内一円から寄せられた相談内容に応じて、的確、迅速な助言又は業者とのあ

っせん交渉、あるいは専門部署窓口への誘導案内等、相談者に対し、トラブル解決のための最善策、方

法等を提供したところです。また、そのための相談員の研修にも力を入れているところです。 

また、県民への啓発対策として、ポスター、チラシ、グッズの配布、テレビ、ラジオ、新聞、HP 等々

あらゆる情報媒体を活用しながら、また、県内の大規模商業施設での情報発信活動を実施し、「消費者

ホットライン１８８」の周知、消費者トラブルの具体的な例を示し、その防止対策、回避方法等につい

て PR したところです。特に最近は、高齢者が被害者となる特殊詐欺が急増しているところから、高齢

者向けの未然防止対策に力を入れているところです。 

加えて、少子化対策である子育て世代の自立した消費者となることを目指し、検討会を組織し、「子

供事故防止ガイド」を作成し、HP、SNS 等を活用し、情報提供しているところであり、県内の就学前

の子供を持つ世代にも啓発の目を向けているところです。 

受託事業のうち、もう一つの大きな柱である、学校における消費者教育については、中、高、特別支

援、大学の各教育機関を対象とし、先ず、中学校では、教職員の指導力向上を図るため、県内 2 地区に

おいて教職員を対象として研修会を開催しました。次に、高等学校における取り組みでは、教職員等関

係者による検討会議において、消費者教育の効果的な進め方を報告書としてまとめ、各高等学校へ還元

するとともに、法律の専門家を外部講師として学校に派遣し、消費者トラブルの未然防止につなげたと

ころです。特別支援学校では、発達段階に応じた指導内容についてモデル的に実践し、これに要する教

材費を支援したところです。 

大学においては、学園祭における啓発活動、学生による消費生活フェスタの開催、外国人向けリーフ

レット作成、配布等を通じ、自らの消費者意識高揚及び情報発信を図ったところです。 

以上、学校を通じた教育啓発については、関係者一丸となった取り組みにより、各年代にわたる幅広

く、賢い消費者の育成が図られたところです。 

他に、老人クラブ、PTA 等、その地域で活動する団体が互いに交流、連携する場を設け、自らの活動

の活性化と地域における消費者問題への取り組みを推進するため、県内２地域（つがる市、三戸町）に

おいてブロックフォーラムを開催し、高齢者の見守りの一層の拡大とともに、地域住民の消費者トラブ

ルの未然防止に寄与したところです。 
 

以上の通り、多岐にわたる事業を展開しながら、協会の設立目的である「消費者の保護と権利の実現」

の推進を図ったところであります。 



Ⅱ　令和２年度事業別内容

　１　特定非営利活動に関する自主事業

消費生活大学院講座 県内一般市民 支払金額
企画共催講座等 56（千円）

令和2年
新年度の抱負 6月17日 青森市 2 16

第1回　楽しいテルミちゃん川柳 7月14日 青森市 2 9

転ばぬ先の介護教室 7月27日 青森市 3 14

面白い川柳・楽しい川柳 9月7日 青森市 3 14

楽しく体力づくり！ユニカール 10月14日 青森市 2 16

楽しく学ぶ！エネルギー講座 11月5日 青森市 3 14

第2回　楽しいテルミちゃん川柳 11月17日 青森市 2 10

12月14日 青森市 3 11

令和3年
3月17日 青森市 1 15

計  9回 延119
 

親子で学ぶ消費者講座 令和2年
7月18日 青森市 3 11

12月6日 青森市 3 18
12月13日 青森市 3 10

・青森ほたて親子料理教室 令和3年 青森市 3 12
2月6日

計　4回 計　51人

県内一般市民 支払金額
0（千円）

令和2年
消費者教育懇談会 11月23日 弘前市 2 17

令和3年
消費者フォーラムinHIROSAKI 1月23日 弘前市 3 130

計　2回 計　147人

・親子で学ぶ消費生活！
知っておきたいお金のこと
・親子でつくる！クリスマ
ス料理

共催：青森県
ほたて流通振
興協会

・親子でかしこい消費者に
・LEDあかりをつくってみ
よう

共催:青森県
金融広報委員

共催:青森県
金融広報委員
会・青森県養
豚協会

備考

(1)消費者問
題に関する企
画運営事業

事業名 事業内容 実施日時 実施場所
従事者
の人数
（人）

受益対象者
の範囲及び
人数（人）

脳もからだもイキイキ元気！
健康体操

消費生活センター最新情報
で消費者力アップ！

共催：弘前大学
人文社会学部

共催：弘前大学
人文社会学部、
弘前大学教育学
部

(2)ネット
ワーク構築・
交流事業
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令和2年 青森市 10 一般市民
4月～

令和3年 50,000
3月

令和2年 県内 10
4月～

令和3年
3月

・広報誌発行 令和2年 県内 支払金額
4月～ 20（千円）

令和3年
3月

・消費者月間推進 令和2年 県内
5月

・暮らしの情報 令和2年 一般市民
4月～

令和3年
3月

令和２年 青森市 一般市民 支払金額
7月29日 県民福祉プラザ 6（千円）
9月 9日

10月14日
12月 3日

令和３年
1月21日
2月25日
3月18日

（７回）

令和2年
4月～ 県内 10

令和3年
3月

(5)その他 　県機関等が主催する各種
委員会やイベントなどに参
加し、連携の強化を図っ
た。
※もったない・あおもり県
民運動関係会議ほか38件に
参加した。
実績は「その他の協力事
項」を参照

一般市民・消
費者団体等

（３）消費者
問題研究事業 広報誌を年一回、消費生活

に関する情報、協会の活動
などを折り込み発行した。

一般市民・各
市町村・全国
連合会加盟団
体・県内消費
者団体

消費者月間統一テーマ「豊
かな未来へ～『もったいな
い』から始めよう！～」に
関連した消費者の意識啓発
を図った。

マスコミの協力により、一
般消費者に対して暮らしに
関する情報を提供し、自立
した消費者意識の啓発を
図った。

備考

(4)青森県消
費者協会事例
検討委員会

消費者トラブルに係る事例
及び契約約款等についての
調査検討、事業者への改善
申入れ活動

テレビ放映、新聞掲載、ラ
ジオ番組等を通じ、啓発活
動と同時に相互の連携を
図った。

(2)ネット
ワーク構築・
交流事業

県機関等イベント参加・各
種委員会などに積極的に参
加し、ネットワーク構築を
図った。

一般市民
消費者団体

受益対象者
の範囲及び
人数（人）

事業名 事業内容 実施日時 実施場所
従事者
の人数
（人）
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２　特定非営利活動に関する受託事業

青森県からの受託事業

　（１）青森県消費生活相談等業務（消費生活センター事業）

①苦情相談専門員の配置 令和2年 青森市 12 支払金額
　(事例検討会開催を含む） 4月～ 県民福祉プラザ 803(千円)

令和3年 相談員
　3月 協会関係者

毎月開催

②アドバイザー弁護士の配置 令和2年 青森市 11 一般市民
4月～

令和3年
　3月

7回

令和2年 青森市 県弁護士会等
4月～ 県民福祉プラザ 関係40機関

令和3年
　3月

4回

④無料法律相談の実施 令和2年 一般市民
4月～

令和3年 延10
　3月

7回

令和2年 国民生活センター

4月～
令和3年

　3月 2件

青森市
八戸市

県内２市において弁護士に
よる無料法律相談を開催し
た。

⑤商品テスト事業

商品被害に関わる苦情相談
の解決のための商品テスト
を行った。

日常の相談業務等におい
て、面談、電話、ファクシ
ミリ等で弁護士から専門的
な助言・指導を受けた。

③消費者トラブル防止ネッ
トワーク会議の庶務

県弁護士会等関係機関・団
体等と連携して、消費者被
害の未然防止と救済のため
の意見交換・情報交換を
行った。

受益対象者
の範囲及び
人数（人）

備考

（1）消費生活
苦情相談事業

県内市町村担
当者

弁護士を講師に県、市町村
消費者行政担当者、消費生
活相談員が相談事例を検討
するとともに、消費生活情
報の交換を行い、市町村が
行う相談処理業務に必要な
支援を行った。併せて、苦
情相談専門制度を目ざし、
現代の消費者被害に対応す
るため、弁護士から専門的
な助言指導を受けた。

事業名 事業内容 実施日時 実施場所
従事者
の人数
（人）
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①消費生活情報誌の発行 令和2年 県内 一般市民 支払金額
9月 県内外各団体 4,348 (千円)

12,000部 関係機関
中学校、高校

令和3年 特別支援学校、
2月 大学

12,000部 県内関係機関等

②消費生活サポーター研修会 令和2年
4月～

令和3年
　3月 町会会長

民生委員等
介護施設職員

令和2年
7月16日 むつ市 2 2
7月28日 青森市 2 15
7月28日 弘前市 2 2
7月29日 八戸市 2 4
7月29日 十和田市 2 7
7月30日 五所川原市 2 1

計　31

ⅱサポーター通信の配布 12回 151人×12回

③消費生活大学講座 令和2年 青森市
5月～10月 県民福祉プラザ

計 6回

5月 県内 213
書面開催

6月17日 青森市 149
県民福祉プラザ

7月22日 青森市 136
県民福祉プラザ

8月26日 青森市 147
県民福祉プラザ

9月16日 青森市 135
県民福祉プラザ

10月21日 青森市 130
県民福祉プラザ

合計　910
平均　　151

ⅲ「『農』の強みと『食』
の課題～青森の農と食を楽
しむために～」

ⅳ「『食べもの情報』ウ
ソ・ホント～『健康的な食
生活』とは？～」

ⅴ「死なないための防災対
策～家庭の防災、基礎と優
先順位～」

ⅵ「私たちを取り巻く自然
の行方～ＣＯ₂増加がもた
らす地球環境の変化～」

ⅰ消費生活サポーター等を
対象に研修会を開催した。

多様な社会生活に対応する
ために必要な知識を学習す
る連続講座を開催した。

ⅰ「私たちの暮らしとSDG
ｓ～持続可能な社会のため
に～」

ⅱ「涙も笑いも、力になる
～院内学級の子どもたちが
教えてくれた大切なこと
～」

備考

(2)消費者啓
発・教育事業

消費者トラブルの未然防止
等の情報や消費生活に関す
る情報を、情報誌「消費者
情報あおもり」として発行
した。

消費者団体
リーダー

事業名 事業内容 実施日時 実施場所
従事者
の人数
（人）

受益対象者
の範囲及び
人数（人）
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令和2年 青森市 2 一般市民 更新回数129
回4月～

令和3年 （全国発信：訪問数）

　3月 110,074
（累積件数）

858,228

⑤移動消費生活講座 令和2年 県内
4月～

令和3年 37ヶ所 1,431
　3月

　

令和2年 県内 支払金額
4月～5月 書面開催 614(千円)

相談員
令和2年 青森市 協会関係者

6月～ 県民福祉プラザ 253
令和3年

3月
毎月開催

令和2年 青森市 4
8月31日 県民福祉プラザ

相談員
15　市町村行政担当職員が相

談対応する上で必要な消費
生活に係る知識を学ぶこと
により、相談対応力のレベ
ルアップを図るため、主要
な相談事例を取り上げ、そ
の具体的な処理方針を学習
する基礎的研修会を運営し
た。

(3)市町村へ
の協力等事業

①事例検討会および勉強会
の運営

県内市町村担
当者

弁護士を講師に県、市町村
消費者行政担当者、消費生
活相談員が相談事例を検討
するとともに、消費生活情
報の交換を行い、市町村が
行う相談処理業務に必要な
支援を行った。

②市町村相談対応レベル
アップ研修会の運営

県内市町村消
費者行政担当

(2)消費者啓
発・教育事業

④消費生活ホームページの
運営

青森県消費生活センター
ホームページの運営、更新
など実施

消費者被害の未然防止を図
るため、最新の消費生活相
談事例、消費者庁からの通
知、悪質商法等の緊急情報
等を掲載し、県民の注意喚
起に努めた。また、関連す
る講座・行事等の情報提供
を行った。

（派遣講座）各市町村、学
校、企業、地域、消費者団
体などからの依頼により相
談員を講師に派遣し、消費
生活に関する講座を開催し
た。

実施日時 実施場所
従事者
の人数
（人）

受益対象者
の範囲及び
人数（人）

備考事業名 事業内容
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令和3年 青森市 5 12
2月25日 県民福祉プラザ

令和2年 県内４市 2 64回
 4月～

令和3年
3月

令和2年 青森市 13 延24
6月12日 県民福祉プラザ

12月10日 青森市 11
県民福祉プラザ

令和2年 県内 1 年11回
 4月～

令和3年
3月

令和2年 1 年4回
 4月～

令和3年
3月

令和2年
8月31日 青森市 1 100

アピオあおもり

県内

各種イベントで啓発を行っ
た。
・第41回青森県地域婦人団
体研修大会への参加

⑤県内センター連絡会議の
運営

市センターとの連携・協働
での役割分担を確立するた
め、相談処理に係る連絡調
整会議を開催した。

⑥その他
他団体が行う消費者被害未
然防止・早期解決を目的と
した事業への協力をした。

・陸奥新報「くらしの玉手
箱」コーナーにて消費生活
情報の掲載

・青森県長寿社会振興セン
ター発行の機関誌「あすな
ろ倶楽部」へ暮らしの情報
コーナー掲載

④消費生活相談員による巡
回訪問事業（市町村窓口へ
の技術支援）

消費生活セン
ター

(訪問37 電話27)

市町村における相談処理向
上を図るため、県消費生活
センターの市町村アドバイ
ザーが、市町村巡回訪問を
行った。

従事者
の人数
（人）

受益対象者
の範囲及び
人数（人）

備考

(3)市町村へ
の協力等事業

③青森県消費生活相談員人
材バンク登録者研修会の運
営

相談員の人材確保に資する
ため、県が実施する青森県
消費生活相談員人材バンク
の登録者を対象に相談業務
に関する研修会を運営し
た。

事業名 事業内容 実施日時 実施場所
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令和2年
10月5日 青森市 1 180

県民福祉プラザ

令和3年
1月22日 アピオあおもり 1 118
～2月8日

令和3年 弘前市 2 130
1月23日 弘前大学

令和2年
5月18～29
日

青森市 3 一般市民
8月31日 青森市 1 一般市民

令和2年 青森市 支払金額
 4月～ 43(千円)

令和3年
3月

計18回

※　消費生活相談状況については、別途「青森県消費生活年報」に掲載しています。

・第19回子育て広場
　　パネル展示

・消費者フォーラム
inHIROSAKIでの啓発

特殊詐欺未然防止等のた
め、他団体と合同啓発活動
を行った。

（4）職員及
び消費生活相
談員への教
育・研修

⑤青森県消費生活センター
職員研修派遣事業（国民生
活センター等主催専門研
修）

従事者
の人数
（人）

受益対象者
の範囲及び
人数（人）

備考

(3)市町村へ
の協力等事業

・権利擁護・成年後見制度
セミナー

職員・相談員
延50(オンライン

受講）

消費生活相談等に従事する
者のレベルアップを図るた
め、職員を消費者行政等に
係る研修に参加させた。

事業名 事業内容 実施日時 実施場所
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（２）青森県消費者行政推進事業

　①学校における消費者教育推進事業

2 下北　18 支払金額
中南　11 429（千円）

令和2年
7月15日 県庁西棟 2
7月15日 県民福祉プラザ 2

8月 1

12月 1

8月18日 1 下北教職員240
中南教職員579

令和3年 1 中学校・関係機関 くらしの豆知識

1月29日 下北21 公式LINEちらし

中南34

支払金額
令和2年 1,290(千円)

4月30日 書面開催 1 検討委員21 検討委員会
8月5日 県総合学校教育センター 1 検討委員5 公民科部会

9月18日 県総合学校教育センター 1 検討委員6 検討委員会
10月21日 県総合学校教育センター 1 検討委員6 商業科部会
11月10日 県立 大湊高等学校 2 検討委員12 検討委員会
12月3日 県立 青森商業高等学校 2 検討委員4 検討委員会

令和3年
2月19日 書面開催 1 検討委員21 検討委員会

令和2年
12月16日 県立 青森商業高等学校 1 生徒9 中根司法書士

令和3年 公民消費者教材 2 県内高等学校教員

3月22日

令和3年 1 委員等９
2月3日

◯高等学校での消費者教育
を支援するため、県弁護士
会や県司法書士会等と連携
し、外部講師派遣を行っ
た。

〇高等学校における消費者
教育指導事例を青森県消費
生活センターホームページ
へ掲載

◯検討会議委員を学校にお
ける消費者教育推進に向け
た研修等として「令和２年
度 消費者教育フェスタin
埼玉」をリモートで視聴し
てもらい、他県等の先進事
例の研究を行った。

「令和２年度
消費者教育フェ
スタin 埼玉」

新型コロナ
ウィルスの対
応

◯消費者教育への理解を深
め、授業等で活用してもら
うため、県内中学校へ小冊
子等を送付した。

中学生のいいね！
消費者ライフ

こんなときどうする？消
費のギモンQ&A

事業名 事業内容 実施日時 実施場所
従事者
の人数
（人）

受益対象者
の範囲及び
人数（人）

（２）高校に
おける消費者
教育推進に向
けた取組

◯消費者教育推進検討会議
の開催（カリキュラムマ
ネージメントを踏まえた指
導事例作成）

備考

（１）中学校
における消費
者教育推進に
向けた取組

◯消費者教育の進行役とし
ての役割が期待される学校
の教職員等の指導力向上を
図るため、県内２地区（中
南・下北地区）において、
DVDにより、中学校におけ
る消費者教育研修を実施し
た。

・中学校研修会(中南・下
北地区)用　講義収録

・中南・下北地区の中学校
教職員へ教材DVD等を送付
した。

・「令和２年度中学校にお
ける消費者教育研修会」の
アンケート結果をまとめ
た。
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令和2年 県内74校 1年生在籍校
6月4日

令和３年
1月27日 1 県内77校 くらしの豆知識

令和３年
2月16日 1 県内77校

支払金額
116(千円)

令和2年
県立七戸養護学校 1

7月 1

②　運営検討委員会の開催 令和2年
8月5日 県民福祉プラザ 3 11

令和3年
1月8日 県民福祉プラザ 3 11

　
支払金額
1,078（千円)

令和2年
　・青森大学の学園祭啓発 10月3・4日 青森大学 啓発参加 学生

6月25日 県民福祉プラザ 15
令和3年

3月4日 県民福祉プラザ 15　各大学の学生代表、担当
教授、消費生活アドバイ
ザー等専門家、生涯学習課
指導主事等による運営検討
委員会を組織し、上記①の
サポートを行った。

全国消費者フォーラムで取
り組みについてビデオ発表
予定だったが新型コロナ
ウィルスで中止

（４）大学生
の消費者教育
実践支援に向
けた取組

①　大学での消費者教育活
動の実践支援
　県内大学において学生が
主体的に行う消費者教育活
動を支援した。

②　大学生の消費者教育実
践運営検討会議の開催

（３）特別支
援学校（小・
中・高等部）
における消費
者教育推進に
向けた取組

①　特別支援学校における
消費者教育の実践
　・七戸養護学校をモデル
校として、小・中・高で実
践し、支援した。

・消費者教育への理解を深
め、授業等で活用してもら
うため、啓発グッズ・リー
フレット・チラシを送付し
た。

県内特別支援
学校

県内特別支援学
校全児童生徒・
教職員

◯消費者教育への理解を深
め、授業等で活用してもら
うため、県内高等学校へ啓
発グッズ・リーフレット・
チラシを送付した。

◯消費者教育推進のため、
県内高等学校へ消費者教育
資料送付した。

【DVD】事例で
学ぶ！若者を
狙った悪質商
法・詐欺の手口
と対策

事業名 事業内容 実施日時 実施場所
従事者
の人数
（人）

受益対象者
の範囲及び
人数（人）

備考
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令和2年
〇打ち合わせ会議の実施 7月19日 県民福祉プラザ 1 学生5

9月13日 県民福祉プラザ 1 学生5
10月11日 サンロード青森 1 学生6

○会場下見及び打合せ 10月26日 新町キューブ 1 6
○会場下見 10月29日 １Fグランパレ 1 3

11月29日 新町キューブ 8 70
１Fグランパレ

令和3年 学生3
1月23日

令和2年
〇作成検討会議の実施 8月19日 青森大学 1 7

10月7日 青森中央学院大学 1 4
10月16日 青森大学 1 10
10月28日 青森中央学院大学 1 4

〇作成・配布 11月 1 4か国語
令和3年 各5000部

1月 1 230か所

　②高齢者の消費者被害未然防止対策事業

令和2年 県内 3 一般県民 支払金額
6月 9,328(千円)

令和2年 県内 3 一般県民
6月～12月

②高齢者の消費者被害防止
の啓発を図るため、啓発ポ
スター・チラシを作成・配
布した。

従事者
の人数
（人）

受益対象者
の範囲及び
人数（人）

備考

高齢者の消費
者被害未然防
止対策事業

(1)①消費者被害防止の啓
発のために、高齢者向け啓
発グッズを作成し、交通安
全母の会・各市町村消費者
行政担当者と連携して、高
齢者に直接配布した。

⑤消費生活相談多言語パン
フレットの作成

事業名 事業内容 実施日時 実施場所

・「学生による消費生活
フェスタ」
　エシカル消費で未来をつ
なごう～コロナの先のくら
しを見据えて～

講演
消費者教育支
援センター柿
野成美氏

大学による実
践報告

④　学生グループリーダー
の研修等への派遣
・令和２年度 消費者
フォーラムin HIROSAKIの
視聴

弘前大学みちの
くホール

従事者
の人数
（人）

受益対象者
の範囲及び
人数（人）

備考

（４）大学生
の消費者教育
実践支援に向
けた取組

③　学生による実践報告会
（ワークショップ含む）の
実施

事業名 事業内容 実施日時 実施場所
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令和2年7月 県内 3 県内一般市民
～

令和3年3月

令和2年12月 県内 3 県内一般市民
～

令和3年3月

令和2年 県内7市 3 合計3,716
10月11日 サンロード青森 726

100%
10月17日 603

10月24日 637

10月31日 624

11月3日 562

令和3年 238
2月 web調査

弘前 256
三沢 127
五所川原 181

令和2年 県内 3 一般県民
4月～ 高齢者46回

令和3年 その他18回
2月

むつマエダ本店

カブセンター大
野店

③県消費生活センターのマ
スコットキャラクター「テ
ルミちゃん」の着ぐるみを
活用し、各市町村・団体等
が実施するイベント等の
様々な場面で高齢者の消費
者被害防止に向けた啓発活
動を実施した。

②県及び市町村が広域で設
置する消費生活センター及
び消費者ホットラインの認
知度を高め、消費者被害の
救済や未然防止につなげる
とともに、消費者教育・啓
発の推進に資するため、金
融機関、調剤薬局、公衆浴
場、大型店舗等への広告掲
載、県内路線バス待合所・
駅構内への交通広告を活用
した広報事業を実施した。

③消費者被害未然防止キャ
ンペーンを実施し、消費者
ホットラインや消費生活セ
ンターの周知及びアンケー
ト調査を実施した。

※アンケート
回答者3,716

カブシンフォニー
プラザ店(八戸)

イオンスーパーセ
ンター十和田店

従事者
の人数
（人）

受益対象者
の範囲及び
人数（人）

備考

高齢者の消費
者被害未然防
止対策事業

(2)①県及び市町村が広域
で設置する消費生活セン
ター及び消費者ホットライ
ンの認知度を高め、消費者
被害の救済や未然防止につ
なげるとともに、消費者教
育・啓発の推進に資するた
め、ラジオ・テレビ・新聞
広告等を活用した広報事業
を実施した。

事業名 事業内容 実施日時 実施場所
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支払金額
令和2年 2 2,505（千円)

4月～
令和3年

2月

〇圏域市町村情報交換会
令和2年

むつ市 7月16日 むつ市役所 2 6
三沢市 7月17日 三沢市役所 2 6
青森市 7月28日 青森市役所 2 21
弘前市 7月28日 弘前ヒロロスクエア 2 8
八戸市 7月29日 八戸市商工会議所 2 13

十和田市 7月29日 市民交流プラザ 2 10
五所川原市 7月30日 五所川原市役所 2 5

令和2年 1 一般県民
８月

〇市町村への支援 令和3年 板柳町 2 8
1月25日
1月25日

令和2年 県内 11 1,631
4月～ 30ヶ所 (1,431)

令和3年
2月

コロナ対策として寸劇DVD
制作

令和2年
7月 5話

　子どもからお年寄りま
で、幅広い年代層の県民へ
の見守り活動の重要性や、
見守る際のポイント等を具
体的にわかりやすく伝える
ため、寸劇の手法を取り入
れた出前講座等の見守り力
支援強化事業を実施した。

（　）移動消
費生活講座と
重複

受益対象者
の範囲及び
人数（人）

備考

地域見守り力
支援強化事業

市町村が構築した「相談窓
口ネットワーク」の効果を
向上させるため、ネット
ワークに参加する団体の構
成員を対象とした相談窓口
の活用や注意すべきポイン
ト等を伝達するための研修
会を、市町村等と共同で企
画し実施した。

〇病院、薬局、市町村等
様々な年齢層の者が利用す
る施設等を対象に、高齢者
等への見守りの重要性等を
啓発するポスター・クリア
ファイルを作成し配布し
た。
ポスター　3,000
クリアファイル　 12,000

配布先
県内
765ヵ所

事業名 事業内容 実施日時 実施場所
従事者
の人数
（人）

　③地域見守り力支援強化事業
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令和2年 支払金額
4月～ 4 1,077（千円)

令和3年
2月

令和2年 県民福祉プラザ 1 13
7月20日

11月19日 2 11
令和3年

3月1日 2 14

　啓発資料作成部会 令和2年
10月15日 1 9

　
12月25日 HP掲載 一般県民

令和2年
12月25日

～令和3年
2月28日

令和3年
1月 1 1,060ヵ所

50,000枚

　⑤消費者団体との協働促進事業

支払金額
870(千円)

①つがる市 令和2年
・実行委員会3回 7月22日 つがる市役場 3 委員等10

9月9日 2 委員等11

11月5日 つがる市役場 2 委員等19
10月22日 5 81

つがる市生涯学
習交流センター

・消費フォーラムinつがる つがる市生涯学
習交流センター

従事者
の人数
（人）

受益対象者
の範囲及び
人数（人）

備考

　
　地域において消費者問題
に携わる消費者団体や地方
自治体をはじめとする主体
が実行委員会を行い、交
流・連携する場として情報
共有や意見交換等を行うブ
ロックフォーラムを県内２
地域で開催した。

（１）実行委
員会及び
フォーラムの
開催

〇SNSでの情報発信につい
ての周知チラシ送付

事業名 事業内容 実施日時 実施場所

子育て世代に
向けた消費者
教育推進事業

子育て世代の親が、自主的
かつ合理的な消費者行動を
行う自立した消費者となる
ことを目指して、意識啓発
を図るため、効果的な意識
啓発手法や啓発資料を作成
するための検討会を組織
し、実施した。

〇子育て世代に向けた消費
者教育推進検討会議

○啓発資材「子ども事故防
止ガイド」を作成し、青森
県消費生活センターホーム
ページに掲載し、SNSで情
報提供を開始した。

LINE
Instagram広
告掲載

　④子育て世代に向けた消費者教育推進事業

事業名 事業内容 実施日時 実施場所
従事者
の人数
（人）

受益対象者
の範囲及び
人数（人）

備考
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②三戸町 令和2年
・実行委員会3回 8月19日 三戸町役場 3 委員等9

10月16日 三戸町役場 2 委員等9
12月9日 三戸町役場 2 委員等9

・消費フォーラムin三戸 12月2日 三戸町ジョイワーク三戸 4 53

令和2年
12月18日 つがる市

令和3年
2月22日 三戸町

令和3年
2月1日 　 14

　⑥消費生活情報ネットワーク構築事業

県民福祉プラザ 1 県内一般市民 支払金額
101(千円)

令和2年
12月10日

・啓発資料等の配布 令和3年 50ヶ所
1月29日

消費生活情報
ネットワーク
構築事業

 職域における消費者情報
発信の強化を目指し、職員
研修などによる従業員等へ
の消費者教育等に協力する
事業者・団体を掘り起こす
ため各地区の事業者等を訪
問について新型コロナウィ
ルス感染対策として消費者
トラブルネットワーク会議
で募集した

リーダーから
会員及び地域
住民へ啓発

（２）消費者
団体リーダー
の育成

③2020年度全国消費者
フォーラム
中止により、消費者教育に
資するDVD・資料をリー
ダーへ送付

事業名 事業内容 実施日時 実施場所
従事者
の人数
（人）

受益対象者
の範囲及び
人数（人）

備考

従事者
の人数
（人）

受益対象者
の範囲及び
人数（人）

備考

（１）実行委
員会及び
フォーラムの
開催

　地域における消費者団体
の、消費者問題への取組を
推進するため、啓発資材を
作成し、送付した。
　つがる市オリジナルマス
ク　300
  三戸町オリジナルエコ
バック500

事業名 事業内容 実施日時 実施場所
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（４）未来を担う若者の消費者力向上事業

令和2年 県立59校 1 支払金額
11月4日 私立17校 1,650(千円)

令和3年 県立59校 1 2861人 データのみ
1月19日 私立17校

令和3年 県立59校
2月1日 私立17校 速報値

令和3年 県立59校 結果報告書
3月9日 私立17校

2 支払金額
1,320(千円)

令和3年
1月25日
2月5日

2月15日
2月25日
3月8日

2 支払金額
750(千円)

3月1日～ 44,407配信
3月18日 9,447視聴

③若者が出演する動画の作
成

○　高校生をはじめ若者が
消費者被害にあわないよう
に、同世代の若者が呼びか
けを行うメッセージ原画を
作成し動画とした。

○　動画の発信に当たって
は、若年層が視聴する広報媒
体である動画配信サイト
（YouTube等）を活用

○　調査結果については、
県が実施する学校における
消費者教育の推進に活用可
能な形で分析するととも
に、分析結果は県内高等学
校へ提供

②SNSでの若者への情報発
信
○　①の実態調査の結果を
踏まえ、若年層が実際に使
える生きた知識として消費
生活に係る正しい知識を身
に着けられるよう、ＳＮＳ
を活用した効果的な情報提
供を実施した。

○　情報提供回数は５回
LINE　ホームページ
FB　Instagram

実施場所
従事者
の人数
（人）

受益対象者
の範囲及び
人数（人）

備考

未来を担う若
者の消費者力
向上事業

①若者の消費生活における
実態調査

◯高校生を対象として、悪
質商法等の認知度と被害
（未然も含む）状況や消費
生活センターの認知度・相
談意向、望まれる情報発信
方法・内容など、消費生活
における実態調査（回答
数：3,000件程度）をオン
ラインで実施

事業名 事業内容 実施日時
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支払金額
2,300(千円)

令和3年 県立全日54
3月18日 県立定時9

県立通信3
私立全日17
私立通信3

ポスター160
ファイル

33,177

④啓発ポスター・グッズの
作成・配布

○　学校内での啓発のため
啓発ポスターや啓発グッズ
を作成送付した。

実施日時 実施場所
従事者
の人数
（人）

受益対象者
の範囲及び
人数（人）

備考事業名 事業内容
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青森市からの受託事業
（１）青森市消費生活苦情相談等業務

事業名 事業内容 実施日時 実施場所

従事者
の人数
（人）

受益対象者の
範囲及び人数

（人）
備考

①消費者月間事業 令和２年 青森市民 支払金額
　消費者月間統一テーマ ５月 13,890千円

入場者
１４３名

②消費生活出前講座 令和２年 青森市 1 青森市民
4月～ 延6

令和３年 受講者
3月 ２７６名

③　市等主催研修会出席 令和２年 相談員
4月～ ３名

令和３年
3月

④情報提供業務 令和２年 青森市 2 青森市民
4月～

令和３年 １４３名
3月

令和２年 青森市 2 青森市民
4月～

令和３年 （広報紙）
3月 全戸配布

　青森市内の大学、地域の団
体等からの依頼により、相談
員を講師として派遣し、消費
生活に関する講座を開催し
た。

　消費生活相談業務に従事
する職員のレベルアップを図
るため、国民生活センター等
主催の研修への出席を予定
していたが、新型コロナウイル
ス感染防止のため出席は全
て見送った。

　消費生活センターの周知及
び消費者教育、啓発並びに
消費者被害の未然防止を図
るため、各種パンフレット等の
市役所内展示、備付及び街
頭での配布を行った。

⑤市広報誌及び市ホーム
ページへの掲載
　市広報誌及び市ホームペー
ジへ消費者問題を掲載し、市
民への啓発、周知を図った。

消費生活相談
等事業

青森市役所駅
前庁舎１階エ
ントランス「ともに築こう　豊かな消費社

会 」に関連したパネル展を開
催し消費者の意識啓発を
図った。新型コロナウイルス感
染防止のため、例年行ってい
る街頭宣伝（啓発用チラシ、
グッズの配布）を取りやめて実
施した。
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　（１）五所川原市消費生活苦情相談等業務

令和2年 青森市　10 3 相談員 支払金額
4月～ 9,071(千円)

令和3年
3月

令和2年 五所川原市 2 五所川原市民

4月～

令和3年
3月

令和2年 五所川原市 2 五所川原市民

4月～

令和3年
3月

②情報提供業務
　　五所川原市消費生活セ
ンターの周知及び消費者被
害未然防止を図るため、各
種パンフレット等の市施設
への展示及び備付を行っ
た。また、各種パンフレッ
ト等を配布した。

③市広報誌及び市ホーム
ページへの掲載
　市広報誌及び市ホーム
ページへ消費者問題を掲載
し、市民へ啓発、周知を
図った。

従事者
の人数
（人）

受益対象者
の範囲及び
人数（人）

備考

消費生活相談
等事業

①相談員に対する研修の実
施
　　消費生活相談業務に従
事する職員のレベルアップ
を図るため、青森県消費生
活センター及び国民生活セ
ンター等主催の研修に出席
した。
（新型コロナウイルス感染
症拡大防止の観点から、今
年度は県外研修には参加せ
ず。）

10講座
延10

五所川原市からの受託事業

事業名 事業内容 実施日時 実施場所
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